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貧困解消と早期児童発達 

19 世紀米国で活躍した教育改革者ホーレス・マンによれば、教育は人間の資質を平等にする「偉

大な装置」である。マンの主張が正しければ、教育の機会が平等になれば、貧困も解消し、不平

等もなくなるはずである。その際には、富裕層よりも貧困層の所得がより高く伸び、子の所得と

親の所得の結びつきが弱まるために世代間所得の相関は低くなるはずである。 
「万人のための教育」(Education for All) が唱えられ、就学率が飛躍的に伸びて教育機会の平

等化が進んだ途上国では、所得分配は平等化しているだろうか。途上国 100 カ国以上の家計調査

を用いた研究によれば、途上国全体で 2000 年まで国内所得は不平等化しており、2000 年以降も

不平等度はほぼ横ばいである(Ravallion, 2014)。先進国では所得分配が不平等なほど世代間所得

の相関は高いことが知られているため(Autor, 2014, Figure 5A)、不平等が解消されない途上国の

世代間所得の相関も低下していないと推論できる 1。 
こうした傾向は、マンの唱えたメカニズムが十分に機能していないことを示唆している。この

機能不全は教育促進政策の効果の低さとしても現れている。先進国を対象とした研究によれば、

成人を対象にした就業訓練、10 代および小学生を対象にした職業訓練、学業補助、生活指導など、

効果はゼロではないにしても、費用対効果が低い(Cunha et al.,2006)。途上国成人対象の識字訓

練も効果が低いという報告がある(Carron, 1990; Ortega and Rodríguez, 2008)。途上国貧困層対

象の経営訓練も効果が低い(Karlan and Valdivia,2011)2 。これは、一定年齢に到達すると、貧困

層を豊かにするほどの人的資本蓄積効果を上げるには、多額の予算を要することを示している。 
対照的に、健常な発達が危ぶまれる家庭環境の乳幼児を対象に実施された早期児童発達(early 

childhood development, ECD) プログラムの費用対効果は高い。表 1 は、正確に効果が分かる実

験デザインを採用したECD プログラムのリストである 3。ECD プログラムは古くは 1960 年代

から開始されているが、実験的な介入を用いる研究デザインの複雑さから、STARを除けば少人数

である 4。また、実施場所も先進国が多く、途上国での経験はあまり知られていない。 
 
 
 

                                                   
1 先進各国では世代間所得の相関は 0.2-0.4 と比較的強く(Solon, 2002; Black and Devereux, 2011)、親の所得と子ども

の健康状態にも強い正の相関がある(Galobardes et al., 2008)。英国でも親の所得が低いほど高校数学の成績が低

く、33 歳時の雇用確率や所得も低い(Currie and Thomas, 2001)。米国でも親の所得と成績には強い正の相関があ

る(Cunha et al., 2006)。 
2 途上国でも既存の企業対象であれば、経営指導の効果は高い(Bloom et al., 2013)。すでに設立されている企業の経営者は、

人的資本を一定程度まで蓄積しているためかもしれない。 
3 保健だけのプログラムは除外している。 
4 このため、内的整合性はあるが外的整合性に乏しいといわれる。 
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表 1: 早期児童教育実験 

 
注： 

1. 所得増を便益、プロジェクト費用を費用とする私的内部収益率。 
2. 27 歳時点での所得増ゼロ(Chetty et al., 2011)。 
3. Heckman et al. (2010) の最も少なめに見積もった推計値。健康への効果は Campbell et al. (2014) の報告。 
4. 筆者による計算。Algan et al. (2012) が推計した時給増$1.23 に 1 週間 20 時間労働*40 年間を掛けて便益を合

計し、プロジェクト費用$8736 を費用として使った。欠損値が多いために計算された収益率は不正確で信頼

性が低い。 
5. 2 歳での知能テストの結果(Grantham-McGregor et al., 1991, 11 歳での知能テストも同様の結果) と 11 歳でのドロ

ップアウトの結果。 
ただし、小標本で stimulation 実施群と統御群の差の検定はないが、より小さな差(正常身長群と統御群の差) が
p = :045 と報告されている(Walker et al., 2005)。所得は 20 年後の 105 人の追跡結果(Gertler et al., 2014)。 

6. 9 歳での知能テストの結果と 9 歳での進級状況(Achenbach et al., 1993)。 
7. 3 歳での知能テストの結果(Ramey et al., 1992)。 
8. 月齢 7 歳でのおもちゃ取得テストの結果(Gardner et al., 2003)。 
9. 6 歳での知能テストの結果(Garber, 1988, p.90)。 
10. 5 歳での知能テストの結果、女子のみが有意、男子は非有意。就学は 17 歳時点、所得は 21 歳時点で両性と

も非有意(Anderson, 2008)。 
11. 介入が胎児時点、結果は 7 歳時の知能テストの平均効果(Barham et al., 2013)。 
12. “.”は計測されていない指標、空欄は効果は計測されたが統計的に有意ではなかった指標。 
 

出所: 筆者作成。 
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こうした制約があるにせよ、過去のECDからは学ぶべき点が多い 5。とくに、表 1 でも見て取

れるように、認知能力(cognitive skills) を短期的に伸ばし、学業実績も伸ばすことは、多くのプ

ログラムに共通しており、政策立案者や研究者の強い関心を集めている。成人時の所得への効果

が確認できないプログラムがあるにも関わらず学業実績を伸ばすことから、ECD は認知能力に

は大きな影響を与えず、むしろ自己規律や協調性などの非認知能力(noncognitive skills) への効

果が高いと考えられている 6。非認知能力は社会で豊かに暮らすうえで必須であり、労働市場での

評価も高めるため、認知能力と並んで重要な資質である。マンが唱えた平等化の装置が存在する

のではないか、という期待が募る所以である。 
多くの政策担当者や研究者が期待をかける ECD であるが、効果発現のメカニズムを示す社会

科学研究は少ない。Cunha et al. (2010) は、観察データながらも、経済モデルを援用しながら親

による育児が認知能力と非認知能力を高める過程を推計している。そこでは認知能力は早期に開

発しなければ取り戻しのつかない不可逆性があること、非認知能力はより後期でも開発可能であ

ることが強調されている。しかし、親が特定の行動を取ると子どもの知的能力が変化する、とい

う行動分析に留まっており、「なぜ」を解明できていない。 
認知科学の分野では、30 年以上も前から ECD 効果発現の具体的なメカニズムを説明できる基

礎研究が積み上げられている。脳科学、神経医学、発達心理学、遺伝学では、上述のような認知

能力開発の不可逆性はとくに主張されておらず、貧困に起因するストレスが子どもの認知能力と

非認知能力に与える負の効果が詳しく検証されている。 
 

アロステイシス 

以下で考えるストレスとは、栄養不足、知的刺激不足、運動不足、世話不足、育児放棄、不衛

生、騒音、暴力など、子どもの発達における環境不備を指す。こうしたストレスが脳に与える影

響を考える上で基本となる概念がアロステイシス(allostasis)7 である。これは環境変化を予測し

ながら体が徐々に変化順応する課程を指す(Sterling and Eyer, 1988)。ストレスが強かったり長引

くと、ストレス反応を繰り返すだけでなく、反応がストレス解消後にも長引いたり、特定の反応

が不十分になって新たなストレス反応を引き起こすなど、体に負荷がかかる。この負荷をアロス

タティック負荷(allostatic load) という。アロスタティック負荷は、心肺、代謝、免疫、神経分泌

などの経路を通じて体に変化を与え、幼少期から負荷が加わると脳の組成や機能を変化させる。

アロスタティック負荷は各種の生体マーカーで計測できる(Juster et al., 2010)。 
 
 
 
 
 
                                                   

5 STAR、ペリー、アビシダリアンの各プログラムは先駆的、かつ、成人時まで追跡調査をしているために、幾度も分析された

有名プログラムである。 
6 ただし、複数指標を検定することのバイアスを考慮した研究では、成人期女子の認知能力にも弱い影響を与えることが示され

ている(Anderson, 2008)。 
7 ギリシア語による命名で「変化することで安定を保つ」という意味。対義語に体の安定状態を示すホメオステイシス

homeostasis があり、ギリシア語では「同じ水準を保つ」という意味。 

http://www.ide.go.jp/
http://www.ide.go.jp/


 http://www.ide.go.jp 

http://www.ide.go.jp  Copyright (C) JETRO. All rights reserved. 
 

4 

図 1: ストレスへ反応 

 
出所: Rodrigues et al. (2009), Figure 2. 

 

ストレスと脳への効果 

ストレス反応とアロステイシスを統御するのは脳である。ストレスが与えられると、HPA 軸(視
床下部-下垂体-副腎系) を中心に反応が起こる。図 1 の(c) のように、視床下部が検知し、下垂体

と副腎系から CRF(副腎皮質刺激ホルモン放出ホルモン) や ACTH(副腎皮質刺激ホルモン) の増

加を通じてアドレナリンやコルティゾルを放出し、体を環境変化に順応させる。ブドウ糖や体に

蓄積された脂肪の活用、動悸を高めた血流増加、毛細血管を収縮させた血圧上昇、免疫機能の活

発化、呼吸を急にするなど、短期的な危険や不安に対する機敏な動作を可能にする準備を整える。

一方、過度なストレス反応は消耗するため、 (d) のように、海馬 (hippocampus) や扁桃体

(amygdala) は、受容体で糖質コルチコイド(GC) ホルモンやモノアミンを探知し、HPA 軸への

指令を通じてストレス反応を制御する。前頭前皮質(prefrontal cortex) も自律神経、扁桃体など

に指令を送ってストレス反応を統御する。 
この脳の反応は、危険やストレスを感じたときに緊張を高め、体を危険から守るのに役立つ。

しかし、ストレスが長期化すると、アロスタティック負荷によって健康が損なわれてしまう。長

期ストレスによって受容体の量や機能が変化し、受容体を多く持つ海馬や扁桃体が管轄する学習、
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記憶、動作の脳内メカニズムに影響を及ぼす(Sapolsky et al.,1986)。長期ストレスは扁桃体を通

じて不安や恐怖への過剰な反応を引き起こしやすい [Conrad et al., 1999;Erickson et al., 
2009;McEwen and Gianaros, 2011, 5.7; Shonkoff et al.,2012, e236]。恒常的なストレス下にある

と成人期に海馬が縮小し、動作や知覚を担う灰白質が減り(Gianaros et al., 2007)、記憶や知的能

力に影響を与えることが示唆されている(Sheline, 2003; McEwen and Gianaros, 2010)。児童期

の体罰を経験した成人は前頭前皮質の灰白質が少ないことが知られている(Tomoda et al., 2009)。
また、早産は乳児の大脳皮質における神経回路が減ることが示されている(Pandit et al., 2013)。 

長期のストレスはストレス反応の統御機能も損なうと考えられている。幼少期にストレスを経

験した成人は、HPA 軸によるコルティゾルの発生が弱まりストレスへの適切対応が困難になる

(Gunnar and Donzella, 2002; Carpenter et al., 2009)。海馬縮小により、その機能低下がストレ

ス反応統御機能を低めることも示唆されている(McEwen and Gianaros, 2011)。長期にわたるコ

ルティゾルの増加は、前頭前皮質のストレス反応統御作用、認知能力、実行機能なども損なう

(Wellman, 2001)。 
動物実験からも貴重な知見が得られている 8。ストレス下の脳がストレス反応を統御するときに

は糖質コルチコイド(GC) を放出するが、母体へのストレスを通じて胎内のGCを増やされたサル

は、成体時の海馬が通常よりも小さい(Uno et al., 1989)。ラット実験では、胎内でGC が増える

とストレス反応過敏になり(Weinstock, 2001)、サルの実験では母サルの世話を少なくさせると、

ストレスを感じた子ザルの脳でCRF が増え、ストレス反応過敏になることが知られている

(Coplan et al., 1996)。ラット実験では、世話減少によるストレス過敏が子ラットをランダムに取

り替えても確認されるので、遺伝とは無関係に発生することが分かる(Francis et al., 1999)。以上

は発達への負の刺激であるが、正の刺激が知的能力を高める可能性も示されている 9。ラットのす

みかを放水仕掛けのある迷路に取り替えると、海馬のニューロンが増える(Kempermann et al., 
1997)。ラットの育成環境の知的刺激を増やすと、樹状突起やシナプス数が増え、迷路などの空間

学習を促進する(van Praag et al., 2000)。 
 

社会経済地位(SES) と脳発達 

低所得の方がストレスの影響を強く受けている子どもが多いため(Evans et al., 2007; Evans 
and Kim, 2012; McEwen and Gianaros, 2010)、認知科学では社会経済地位(SES) の低さと脳発

達の関係が注目されている。ストレスが長期化すれば、アロスタティック負荷が高まり、脳の発

達の妨げになる。既存研究では、ストレスを受ける期間や貧困期間が長いほど交感神経や HPA 軸
などが影響を受けて作業記憶を衰退させ(Evans and Schamberg, 2009)、唾液内のコルティゾル

が増え(Lupien et al., 2000)、慢性炎症(Danese et al., 2008; Miller and Chen, 2010) を引き起こ

すことが示されている。途上国でも、ストリート・チルドレンの方がアロスタティック負荷が高

いなど、貧困と脳発達の関係が指摘されている(Worthman and Panter-Brick, 2008)。 

                                                   
8 動物の知能は人間よりも低いために、知的能力に対する影響を人間と同じように解釈できない。脳の組成も人間は早期に完成

するのに対して、ラットなどは成体になるまで発達を続ける。こうした差異はあるにせよ、刺激投与と解剖を通じてメカニズ

ムがより詳細に解明できる長所がある。 
9 National Scientific Council on the Developing Child (2005) はストレスを良好(positive)、負担(tolerable)、毒性(toxic) の 3 
段階に分類している。軽度であればストレスには脳発達を促す機能がある。 
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貧困由来のストレスによって健全な脳発達が妨げられると、学習機会が平等に与えられたとし

ても、長期的ストレスを受けずに育った富裕層の子どもと比して、貧困層の子どもは学習成果を

上げにくくなる。今までは教育機会平等の保証(Education for All) によって貧困が解消されると

期待されていたが、健常に脳を発達させる機会なしにはその期待も裏切られかねない。 
 

介入の時期と正当性 

脳の発達機会平等を保証するためには、脳発達のプロセスを知らねばならない。脳の発達は部

位によって一様ではない。異なる時期にさまざまな栄養素を取り込み、ストレスを適正に統御す

ることで、健全な発達を遂げる(Thomas and Knowland, 2009)。脳発達を促す上で最も効果のあ

る時期、つまり、最も可塑性(plasticity) がある時期は早期だけという臨界期(critical period) 仮
説を支持する証拠(Cunha et al., 2010) よりも、より後期にも影響を受けるという敏感期

(sensitive period) 仮説を支持する証拠が多い(Wachs et al., 2014, p.2)10。しかし、現時点では具

体的な介入指針を作れるほど発達過程が十分に解明されていないため、過度なストレスを与えず、

知的刺激と適度な運動のある育児を保護者が実施し、栄養不足にならないように脳発達に必要な

栄養素を常に潤沢に摂取させることが望ましい。 
ECD と脳の発達が重要な問題であるとはいえ、敢えて政策介入するためには、放置しておく

と社会に損失を与えることが示されねばならない。放置することの社会的損失は大きく(Knudsen 
et al., 2006; Shonkoff and Bales, 2011)、ECD は私的な問題ではなく、社会的な問題であること

が 2 つの点から指摘できる。 
一つには医療費と犯罪の費用である。例えば、幼少期にストレスを与えられると、問題行動を

起こしやすい遺伝子発現(gene expression) となりやすいほか、ストレス回避行動として喫煙や過

食などの不健康な嗜好、アルコール中毒、過剰な賭博などの行動に結びつきやすい。ECD 介入

によって、肥満、アルコール中毒を減らすことができれば、疾病予防費用の軽減になる。こうし

た健康上危険のある行動を抑制できれば、その他の慢性疾患を減らして、巨額の医療費節約も可

能になる(Shonkoff et al., 2012, e237)。医療費用は公的保険を通じて社会が負担しているため、

疾病を減らせば社会的損失を減らすことができる。さらに、問題行動から犯罪に発展する経路を

遮断することができれば、犯罪被害を減らすことで追加的な社会的便益も得られる。 
二つ目は、脳という資源未利用の機会費用である。低所得家計は子どもの脳の発達を十分に促

進する環境を用意できず、子どもの認知能力、社会性、学習能力などを育むことができない場合

がある。知識や手持ち資金が不足して親が良好な環境を用意できないのであれば、市場の失敗に

よって脳発達が阻まれていると解釈できる。このため、社会的便益が仮にゼロの場合でも私的収

益率が高ければ、脳発達への投資が非効率なまでに過小になり、公的な介入が正当化できる。 
 
 
 

                                                   
10 ただし、ECD が長期的な社会性や自己規律などの非認知能力の発達を促すという結果からは、神経回路の可塑期は非認知能

力の可塑期よりも早いことを示唆している。 
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途上国対象の学際的研究の必要性 

ECD プログラムの効果のほとんどは先進国の事例を検討している。後期教育介入の費用対効

果の低さを示した研究も、ほとんどが先進国の事例である。このため、途上国の教育介入として、

ECD の優先度を後期教育よりも高く設定すべき直接の証拠はない。途上国では通常の教育成果

が低いため(Kremer et al., 2013)、先進国では効果を上げなかった政策も高い効果を持つかもしれ

ない 11,12。 
その一方で、教育が成果を出すには脳の発達が前提となる。このため、ECD を通じて貧困層

児童の脳の発達を支援することは、乳幼児の能力を高めるだけでなく、Cunha et al.(2010)が議論

したように後期教育介入の効果をさらに高めることも期待できる(Knudsen et al., 2006)。認知科

学の成果は、貧困家庭に生まれた子どもは富裕家庭の子どもよりも脳の健常な発達を遂げてない

ために、平等な機会を与えられても、同等の成果を実現できない可能性がより高いことを示して

いる。すべての社会階層が成長の成果を共有するために、ECD プログラムの重要性は高い。 
教育促進政策分析は、ECD の費用対効果が高いこと、とくに非認知能力を高める可能性を明

らかにした。しかし、少数の行動分析を別として、ECD になぜそのような効果があるのか、メ

カニズムを明示することなくブラックボックスとして扱っている。認知科学は脳の発達について

膨大な研究を積み上げ、長期的ストレスが脳発達を阻むメカニズムを示してきた。しかし、スト

レスの原因となる貧困と親の行動ついては分析が不十分であった。とくに、貧困が親による人的

資本投資をいかに制約するか考慮していない。脳内メカニズムは詳細に分析されているが、家族

内や社会における知能発達過程の考慮が不十分なために、貧困によるストレスの影響を遮断する

ための具体的な政策提言に結びつきにくい。この点、教育開発を扱う社会科学の諸分野には、家

族や社会における人的資本投資に関する研究蓄積が豊富である。脳発達のメカニズムの解明が進

むにつれ、具体的にどのような知的刺激や環境整備が必要かが明らかになるであろう。こうした

行動を実践するのは子どもの保護者である。教育開発を扱う社会科学の諸分野は、保護者が適切

な行動をとるように導く手段を明らかにすることで、認知科学との学際的研究を可能にし、マン

の唱えた「偉大な装置」が機能するようにできるかもしれない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
11 後期教育介入の効果とは、通常の教育と比較して介入がどれだけ結果指標を高めたかを示している。このため、先進国のよ

うに通常の教育成果が十分に高ければ、介入が成果を伸ばす余地は少ない。 
12 この疑問を筆者に投げかけたのは、MV 財団およびハイデラバード大学政治学部のシャンタ・シンハ教授である。記して感

謝する。 
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